
■作成内容

○事業計画

対象事業ごとに、復旧・復興に向けた基本的考え方、成果、目標などを記載。

○工程表

ア．上記の事業計画に即して、対象事業ごとに復旧・復興の目標をバーチャートで表示。

イ．対象期間は、早急に予算措置の検討が必要なH26年度末までの3ヶ年を中心。

・昨年度第3次補正予算の段階で作成した事業計画と工程表について、今般、平成24年度予
算等の内容を踏まえ、以下の通り見直し。
①平成23年度の取り組み成果及び平成24年度の成果目標を記載
②公共インフラに係る事業計画及び工程表（市町村版）において、復興まちづくりに関する
事項を拡充

・公共インフラ（全体版）の対象18事業について、所管省庁による進捗確認を実施。

■対象事業

海岸、河川、下水道、交通網（道路、鉄道、空港、港湾）※、農地・農業用施設、海岸防災林の再生、漁港・漁場・養殖施

設・大型定置網※、復興住宅（災害公営住宅）、復興まちづくり（防災集団移転・区画整理等、医療施設等、学校施設等）、

土砂災害対策、地盤沈下・液状化対策、災害廃棄物の処理

【公共インフラ】

事業計画及び工程表の概要

注1）全体版と市町村版を作成。ただし、※は全体版のみ作成。なお、市町村版は、市街地復興パターンの検討調査を実施した43市町村を
中心に作成。

注2）事業の性質に応じて、路線・施設単位等でも作成。
注3）公共インフラ以外の復興施策（雇用対策、教育の振興など）についても、取り組み状況や目標を取りまとめを実施。

（下線は、今回の見直しにより市町村版に追加した事業）
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資料２（参考１）



4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月
H２３ H24 H25 H26

H27以降

７．復興住宅（災害公営住宅等）

８．復興まちづくり
（１）防災集団移転促進事業

整 事業

住宅復興計画

の策定
具体的な計画が決まったものから順次、用地取得、設計、工事着手、管理開

集団移転促進事業計画案作成に向けた調査を開始

集団移転促進事業計画の策定、住民の合意形成等の事業化に向けた準備が整った地区において事業に着手
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復興まちづくりに係る事業計画及び工程表（宮城県石巻市）

復興住宅（災害公営住宅）
①地区名

湊、大街道西三丁目、流留、黄金浜①、黄金浜②、大街道西二丁目、駅前北通り一丁目、南光町一丁目、大街道北三丁目、向陽町、鹿妻、
蛇田境谷地、蛇田二番谷地、南中里一丁目、本庁

②平成23年度から用地の選定や整備手法等、災害公営住宅の整備に向けた準備を進めており、東日本大震災復興交付金を活用し、用地の
取得造成や調査設計等に順次着手していく予定。

③平成24年度の成果目標
用地取得、設計、工事を順次行う。

復興まちづくり（防災集団移転促進事業）
①地区名
【集団移転促進事業計画の策定済地区】本庁地区（うち鹿立浜地区、桃浦地区、竹浜地区）、牡鹿地区（うち小網倉浜・清水田浜地区、
給分浜地区、十八成浜地区、鮫浦地区、前網浜地区）、雄勝地区（うち名振地区、船越地区、熊沢・大須地区）、北上地区（うち小室地区、
小指地区)

【集団移転促進事業計画の策定準備中地区】本庁地区、牡鹿地区、雄勝地区、北上地区
②東日本大震災復興交付金を活用して、平成２３年度から集団移転促進事業計画案作成に向けた調査を開始。集団移転促進事業計画の策
定、住民の合意形成等の事業化に向けた準備が整った地区において事業に着手。

③平成２４年度の成果目標
集団移転促進事業計画の案の作成のための測量・設計等を行う。

■事業計画

■工程表

始



【参考１】工程表（宮城県石巻市）
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4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

１．海岸対策

２．河川対策

３．下水道対策

※宮城県流域下水道（石巻東部浄化センター）に記載

４．農地・農業用施設

（注）地盤沈下等により海水が浸入している農地や、大区画化等の工事を行う農地について、整備の完了はH26以降となる場合がある。

本工程は、被災した農地を原形復旧する場合の工程を検討し、営農再開を目指す時期を示したもの。

（蛇田、稲井地区等）

（国管理河川：旧北上川）
（国管理河川：北上川）

（県・市町村管理区間）

ヘドロ等が薄く又は部分的
に堆積している農地

（長尾地区等）

上記以外の農地

H２３ H24 H25 H26
H27以降

基幹的農業用施設
（柳ノ目排水機場等）

用排水施設の機能が確保さ
れ、平成23年度当初までに
除塩等を行い、すでに営農
が可能となった農地

施工準備

（堤防設計等）
応急対策 本復旧（逐次完了し、全ての区間について概ね５年での完了を目指す。）

施工準備

（堤防設計等）

出水期 出水期出水期

応急対策

（※）避難判断水位等を引き下げて運用

出水期

本復旧（河口部では、隣接する海岸堤防の整備計画、市町村策定の復興計画等を踏まえ、整備を逐次完了し、概ね５年を目途に全箇所復旧完

国管理）液状化対策については液状化対策等を継続実施

国管理）H２４年出水期（６月頃～）を目途に、

２箇所※を除き被災前と同程度の安全水準

（地盤沈下分を含む）までの本復旧を

完了予定

※ 地盤沈下により広範囲に農地が水没している地区

等で、災害復旧の実施に向け関係機関と調整が必要な

計画堤防高さの公表

（9/9宮城県公表）

本復旧

（市策定の復興計画、他事業等との調整が完了した箇所から順次着手）
がれき

の撤去 応急復旧

土砂撤去、除塩、

用排水施設の

機能確保等

土砂撤去、除塩、畦畔の復旧等
順次営農再開

営農再開

（地域の意向により、区画整理を実施）
畦畔復旧、

除塩

がれきの撤去

がれきの撤去

営農再開

（地域の意向により、区画整理を実施）

施工準備
（堤防設計等）

本復旧

出水期 出水期 出水期

（河口部では、隣接する海岸堤防の整備計画、市策定の復興計画等を

踏まえ、整備を逐次完了し、概ね５年を目途に全箇所復旧完了予定。）

出水期

応急対策

■海岸対策、河川対策、下水道対策、農地・農業用施設

＜約960ha＞

＜約640ha＞

＜約1050ha＞



【参考２】工程表（石巻港）
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公共インフラの進捗確認

・公共インフラ（全体版）の対象18事業について、所管省庁による進捗確認を実施。

・その結果、2事業が「目標を若干下回った」、他の事業は「概ね目標通り」もしくは「目標通り」
であり、全体としては概ね目標通りに進んでいると認識。

・地域における合意形成や用地取得などの進捗上の課題はあるが、本格的な復旧・復興に
向け着実な実施と更なる進捗を期待。

事業名 平成23年度成果の進捗分析【評価】 事業名 平成23年度成果の進捗分析【評価】

1． 海岸対策 目標を若干下回った 10． 漁港・漁場・養殖施設・定置網 概ね目標通り

2． 河川対策 【国管理区間】概ね目標通り
【県・市町村管理区間】概ね目標通り

11． 復興住宅（災害公営住宅等） 目標通り

3． 下水道 目標通り 12． 復興まちづくり（防災集団移転促進
事業、土地区画整理事業等）

目標通り

4． 交通網（道路） 目標通り 13． 復興まちづくり（被災した造成宅地） 目標通り

5． 交通網（鉄道） 【旅客鉄道】目標通り
【貨物鉄道】目標通り

14． 復興まちづくり（医療施設等） 目標通り

6． 交通網（空港） 目標通り 15． 復興まちづくり（学校施設等） 【幼稚園・小中高等学校等】概ね目標通り
【大学等】目標通り
【公立社会教育施設】概ね目標通り

7． 交通網（港湾） 目標通り 16． 土砂災害対策 概ね目標通り

8． 農地・農業用施設 概ね目標通り 17． 地盤沈下・液状化対策 目標通り

9． 海岸防災林の再生 概ね目標通り 18． 災害廃棄物の処理 【災害廃棄物の仮置き場への移動】
目標を若干下回った
【中間処理・最終処分】一部前倒しで完了‐5‐


